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⾼等専修学校における多様な学びを保障する
先導的研究事業

119百万円令和7年度予算額
）119百万円（前年度予算額

200百万円令和6年度補正予算額

現状・
課題

アウトプット（活動⽬標） アウトカム（成果⽬標） インパクト（国⺠・社会への影響）

事業内容

所轄庁である都道府県がプログラムやモデルカ
リキュラム等の開発、普及啓発に関わる体制
の構築。 ⇒ ５地域

開発したモデルカリキュラム等を活⽤し、全国の⾼
等専修学校が⾃らの教育カリキュラムを改編・充
実。

都道府県⾏政における⾼等専修学校の位
置付けの明確化（都道府県教育振興基
本計画への明記等）。⾼等専修学校の認
知度向上（中学校教員等）。

担当︓総合教育政策局⽣涯学習推進課

①多様な学びを保障する⾼等専修学校 ②誰⼀⼈取り残さないための学校種 ③認知度向上の必要性

25.5

⽀援が必要な⽣徒

20.7

不登校経験の⽣徒

% %

⇒⼊学時に不登校の⽣徒のうち85％が改善または改善
傾向となる等、「学びのセーフティネット」として機能。

○⾼等専修学校について
・３年制 … 約55％（うちおよそ９割が⼤学⼊学資格付与校）
・１〜２年制 … 約45%（⼤部分が准看護、理美容、調理）

○卒業後は、就労42.1%、専⾨学校進学32.9%、⼤学進学
7.5%等

⇒後期中等教育における職業教育機関として、産業界との連携
促進が必要。

○⾼等専修学校について「よく知っている」と回答した中学校
教員は29％
※東京都の中学校教員に対する認知度アンケート調査結果

○都道府県の教育振興基本計画において⾼等専修学校
の位置付けを明記しているのは2件

⇒「⾻太の⽅針2023」やCOCOLOプラン、国の教育振興
基本計画に位置付けられた（R5）ことも踏まえ、今後の
周知活動や、都道府県と連携した更なる振興が必要。

在籍⽣徒数 14,391⼈
⾼等専修学校

在籍⽣徒数 14,391⼈
⾼等専修学校

①都道府県との連携による⾼等専修学校機能強化の先導的モデル構築プロジェクト
●⾼等専修学校に求められる職業教育機能を強化し、「学びのセーフティネット」として

の役割を果たすために必要となる事項について整理するとともに、モデルとなるカリキュラ
ム等の開発、普及啓発を⾏う。

（想定されるカリキュラム・指導体制）
・地元企業等と連携した実習、研修
・実務経験のある教員の配置
・SC・SSWの配置 等

●件数・単価︓５箇所（※）×約１９百万円

②⾼等専修学校における職業教育実態調査
●⾼等専修学校における職業教育の実態を把握するため、全国的な調査・分析を

実施し、上記の取組に反映させる。
●件数・単価︓１箇所×約１９百万円

③成果の普及啓発に向けたフォーラムの開催
●上記の取組で得られた成果について、都道府県の垣根を越えて全国的な普及啓発

を⾏うことを⽬的としたフォーラムを実施する。
●件数・単価︓１箇所×約４百万円

※⾼等専修学校に対する助成措置の拡充について、
都道府県協会から都道府県知事に要望を⾏っており、
⾼等専修学校と都道府県が連携し機能強化を図る
先導的モデルの構築に関⼼がある都道府県の数。

モデル検討委員会（ステアリングコミッティ）

幹事校

企業連携・カリキュラム
開発委員会

参加校 参加校 参加校

⽣徒、保護者 中学校等

・各学校のカリキュラム改善（企業実習、
その他企業と連携した演習の充実等）

・就労時の連携

・都道府県教育振興基本計画における
⾼等専修学校の位置付けの検討等

・中学校に対して⾼等専修学校との連携に関する助⾔

都道府県教育委員会
（担当職員）等が参加

地域の企業等

不登校等経験者が多いことによる学びのセーフティネットとして
の体制の充実した教育環境を提供（SC・SSWの配置等）

不登校等経験者の
受⼊れに係る取組を周知

上記を踏まえた取組モデルの提⽰（各学校ごとの取組から、県や学校同⼠の
連携も踏まえた「⾯」での取組へ強化。また、より実践的な職業教育の強化。）
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